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１．はじめに 

 統一的な基準による財務書類とは 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、現金収支を議会の民主的統制下

に置くことで、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、確定性、客観性、透明性に優れた単

式簿記による現金主義会計・単式簿記を採用しています。 

 しかし、官庁会計ではストック情報（資産・負債）の一覧的把握や、減価償却費といった見えに

くいコストも含む正確なコストの把握ができないという欠点もあります。 

統一的な基準による財務書類とは、これらの不足している部分を補完するために、民間企業におけ

る会計の考え方（発生主義会計・複式簿記）により作成される次の 4 表のことをいいます。 

貸借対照表（BS） 
年度末時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）

を表しています。 

行政コスト計算書（PL） 1 年間の費用・収益の取引高を表しています。 

純資産変動計算書（NW） 
貸借対照表の純資産の部分が、1 年間にどのように変動したかを表し

ています。 

資金収支計算書（CF） 1 年間の資金収支の状況を表しています。 

 財務書類４表の相互関係 

財務書類 4 表は下記の相互関係があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳

計外現金残高を足したものと対応します。 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産 変

動計算書の期末残高と対応します。 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

資産合計 負債及び純資産合計

無償所管換等本年度

歳計外現金増減額
負債合計

その他本年度末

現金預金残高
現金預金

純資産合計 本年度末

純資産残高

純行政コスト 純行政コスト
前年度末資金残高

財源
本年度資金残高

借方 貸借対照表（BS） 貸方

資産評価差額前年度末

歳計外現金残高

臨時損失
財務活動収支 純資産変動計算書（NW）

臨時利益
前年度末

純資産残高本年度資金収支額

行政コスト計算書（PL）
資金収支計算書（CF）

経常費用
業務活動収支

経常収益
投資活動収支
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 各書類で表される情報 

① 貸借対照表（BS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 行政コスト計算書（PL） 

 

 

 

 

  

資産を取得するた
めにどこから資金
を調達したかを表
しています。 
 
【負債】 
地方債など、これ

から支払っていか
なければならない
もの 
＝将来世代の負担

となるもの 

資産を取得するた
めにどこから資金を
調達したかを表して
います。 
 
【純資産】 
過去又は現世代の

負担によるもの 

市町村の資産が
どのような形で保
有されているかを
表しています。 
 
【資産】 
行政サービスを

提供するための公
共施設等の固定資
産や、将来行政サ
ービスに使用する
現金等の資産 

臨時に発生する損
失、利益を加味して
純行政コスト（税を
主とする一般財源等
で賄うべきコスト）
を算定しています。 

人件費、物件費、移転
費用（補助金）などを
発生額で計上してい
ます。 

経常的に発生する
費用から、使用料お
よび手数料といった
受益者負担収益を差
し引くことで純経常
行政コストを算定し
ています。 
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③ 純資産変動計算書（NW） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 資金収支計算書（CF） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【本年度差額】 
発生主義ベースでの

収支均衡が図られて
いるかを示していま
す。 
 
＜プラスの場合＞ 
現世代の負担によっ

て将来世代も利用可
能な資源を貯蓄して
いる状態です。 
 
＜マイナスの場合＞ 
将来世代が利用可能

な資源を現世代が消
費して便益を享受し
ている状態です。 

純行政コストの
金額に対して、税
収等および補助金
等受入の金額がど
の程度かを見るこ
とにより、受益者
負担以外の財源に
よりどの程度賄わ
れているかを把握
できます。 

一般的に、業務活動収支が
プラスの範囲内で投資活動
収支を賄い、さらには財務
活動収支も賄うのが理想と
されています。 

【業務活動収支】 
経常的な活動に関する

収支を集計しています。 
 
通常プラスになること

が望ましく、マイナスの
場合は財政的に良好で
はない状態です。 

【投資活動収支】 
投資的な活動に関する

収支を集計しています。 
 
資産形成等が行われれ

ばマイナスになることが
多く、基金の取崩等、資産
形成等がほとんどなかっ
た場合、プラスになるこ
とが多くあります。 

【財務活動収支】 
財務的な活動に関す

る収支を集計していま
す。 
 
地方債等の新たな発

行が償還よりも多けれ
ばプラス、新たな発行
が償還よりも少なけれ
ばマイナスとなりま
す。 
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２．財務書類の作成区分 

総務省の財務書類作成要領により、一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計からなる一般

会計等財務書類を作成します。さらに、一般会計等に地方公営事業会計を加えた全体財務書類、全体

財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた連結財務書類をあわせて作成します。 

 「統一的な基準」では、対象範囲が異なる 3 つの作成区分で財務書類を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　水道事業（公営企業法適用）

　　工業用水道事業（公営企業法適用）

　　病院事業（公営企業法適用）

　　下水道事業（公営企業法適用）

　　国民健康保険特別会計

　　介護保険特別会計

　　工業用地等整備事業特別会計

　　後期高齢者医療特別会計

　　相馬地方広域市町村圏組合

　　相馬地方広域水道企業団

　　福島県後期高齢者医療広域連合

　　福島県市民交通災害共済組合

　　福島県市町村総合事務組合

一部事務組合・

広域連合

地

方

公

社

・

第

三

セ

ク

タ

ー

等

全

部

連

結

　　公益財団法人南相馬市文化振興事業団

　　株式会社ゆめサポート南相馬

比

例

連

結

　　相馬地方土地開発公社

地

　

方

　

公

　

共

　

団

　

体

　　　一般会計

　　　特別会計

　　育英資金貸付特別会計

　　亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計

公

営

企

業

会

計

そ

の

他

一

般

会

計

等

財

務

書

類

全

体

財

務

書

類

連

結

財

務

書

類
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３．作成区分ごとの財務書類 

 

 

♦一般会計等財務書類                 6 

  ・貸借対照表  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  ・行政コスト計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

  ・純資産変動計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  ・資金収支計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  ・注記事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

♦全体財務書類                    １５ 

  ・貸借対照表  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

  ・行政コスト計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

  ・純資産変動計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

  ・資金収支計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

  ・注記事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 

♦連結財務書類                    ２２ 

  ・貸借対照表  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

  ・行政コスト計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

  ・純資産変動計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

  ・資金収支計算書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

  ・注記事項  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 
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会計区分

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 139,057,515 固定負債 26,740,997

有形固定資産 110,640,359 地方債 23,012,389

事業用資産 71,950,347 長期未払金  -

土地 36,883,483 退職手当引当金 3,728,608

立木竹 893,459 損失補償等引当金  -

建物 73,725,462 その他  -

建物減価償却累計額 △ 43,068,125 流動負債 3,763,470

工作物 5,245,992 1年内償還予定地方債 2,737,125

工作物減価償却累計額 △ 1,875,546 未払金  -

船舶  - 未払費用  -

船舶減価償却累計額  - 前受金  -

浮標等  - 前受収益  -

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 484,426

航空機  - 預り金 541,919

航空機減価償却累計額  - その他  -

その他 4,235 負債合計 30,504,467

その他減価償却累計額 △ 567 【純資産の部】

建設仮勘定 141,954 固定資産等形成分 144,580,111

インフラ資産 36,014,749 余剰分（不足分） △ 23,760,900

土地 3,138,946

建物 2,373,419

建物減価償却累計額 △ 824,137

工作物 71,210,486

工作物減価償却累計額 △ 40,782,414

その他  -

その他減価償却累計額  -

建設仮勘定 898,449

物品 8,025,142

物品減価償却累計額 △ 5,349,880

無形固定資産 19,315

ソフトウェア 4,052

その他 15,263

投資その他の資産 28,397,841

投資及び出資金 7,839,309

有価証券 175,210

出資金 1,154,160

その他 6,509,940

投資損失引当金  -

長期延滞債権 515,923

長期貸付金 808,252

基金 19,247,425

減債基金  -

その他 19,247,425

その他  -

徴収不能引当金 △ 13,068

流動資産 12,266,162

現金預金 6,641,266

未収金 104,959

短期貸付金  -

基金 5,522,596

財政調整基金 4,212,916

減債基金 1,309,680

棚卸資産  -

その他  -

徴収不能引当金 △ 2,659 純資産合計 120,819,211

資産合計 151,323,677 負債及び純資産合計 151,323,677

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
   （令和  6  年  3  月  31  日 現在）
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 自　令和  5  年  4  月  1  日

 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 42,752,105
業務費用 25,770,019

人件費 6,373,682
職員給与費 5,197,263
賞与等引当金繰入額 484,426
退職手当引当金繰入額 36,809
その他 655,184

物件費等 19,004,534
物件費 11,427,359
維持補修費 3,474,944
減価償却費 4,102,232
その他  -

その他の業務費用 391,803
支払利息 107,400
徴収不能引当金繰入額 26,623
その他 257,781

移転費用 16,982,086
補助金等 9,021,034
社会保障給付 3,717,592
他会計への繰出金 4,109,883
その他 133,576

経常収益 2,469,564
使用料及び手数料 384,130
その他 2,085,434

純経常行政コスト 40,282,540
臨時損失 720,072

災害復旧事業費 581,574
資産除売却損 138,498
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他  -

臨時利益 44,487
資産売却益 42,155
その他 2,332

純行政コスト 40,958,124

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
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               自　令和  5  年  4  月  1  日

               至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 120,249,131 144,052,290 △ 23,803,159

純行政コスト（△） △ 40,958,124 △ 40,958,124

財源 40,264,042 40,264,042

税収等 23,509,493 23,509,493

国県等補助金 16,754,549 16,754,549

本年度差額 △ 694,082 △ 694,082

固定資産等の変動（内部変動） △ 836,295 836,295

有形固定資産等の増加 2,371,174 △ 2,371,174

有形固定資産等の減少 △ 4,445,717 4,445,717

貸付金・基金等の増加 9,851,439 △ 9,851,439

貸付金・基金等の減少 △ 8,613,191 8,613,191

資産評価差額 87,806 87,806

無償所管換等 1,276,309 1,276,309

その他 △ 99,953  - △ 99,953

本年度純資産変動額 570,080 527,821 42,259

本年度末純資産残高 120,819,211 144,580,111 △ 23,760,900

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
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 自　令和  5  年  4  月  1  日
 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）
科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 38,511,396

業務費用支出 21,529,310
人件費支出 6,261,827
物件費等支出 14,902,302
支払利息支出 107,400
その他の支出 257,781

移転費用支出 16,982,086
補助金等支出 9,021,034
社会保障給付支出 3,717,592
他会計への繰出支出 4,109,883
その他の支出 133,576

業務収入 40,258,170
税収等収入 23,493,794
国県等補助金収入 14,296,317
使用料及び手数料収入 387,211
その他の収入 2,080,848

臨時支出 581,574
災害復旧事業費支出 581,574
その他の支出  -

臨時収入 370,268
業務活動収支 1,535,469
【投資活動収支】

投資活動支出 11,793,076
公共施設等整備費支出 2,166,202
基金積立金支出 8,864,233
投資及び出資金支出 288,126
貸付金支出 474,515
その他の支出  -

投資活動収入 10,527,295
国県等補助金収入 2,087,963
基金取崩収入 7,983,174
貸付金元金回収収入 413,987
資産売却収入 42,171
その他の収入  -

投資活動収支 △ 1,265,781
【財務活動収支】

財務活動支出 3,271,580
地方債償還支出 3,271,580
その他の支出  -

財務活動収入 2,734,159
地方債発行収入 2,734,159
その他の収入  -

財務活動収支 △ 537,421
△ 267,733
6,367,080
6,099,347

前年度末歳計外現金残高 594,259
本年度歳計外現金増減額 △ 52,340
本年度末歳計外現金残高 541,919
本年度末現金預金残高 6,641,266

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高
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会計区分

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 191,073,209 固定負債 58,898,182

有形固定資産 166,953,488 地方債等 36,456,615

事業用資産 84,291,469 長期未払金  -

土地 39,216,822 退職手当引当金 4,209,355

立木竹 893,459 損失補償等引当金  -

建物 83,756,686 その他 18,232,212

建物減価償却累計額 △ 47,002,988 流動負債 7,475,508

工作物 9,698,656 1年内償還予定地方債等 4,198,178

工作物減価償却累計額 △ 2,425,413 未払金 1,983,392

船舶  - 未払費用  -

船舶減価償却累計額  - 前受金  -

浮標等  - 前受収益  -

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 670,390

航空機  - 預り金 623,048

航空機減価償却累計額  - その他 500

その他 4,235 負債合計 66,373,690

その他減価償却累計額 △ 567 【純資産の部】

建設仮勘定 150,579 固定資産等形成分 196,595,805

インフラ資産 73,342,615 余剰分（不足分） △ 43,075,978

土地 4,671,431

建物 4,509,498

建物減価償却累計額 △ 1,792,339

工作物 126,962,525

工作物減価償却累計額 △ 62,561,088

その他  -

その他減価償却累計額  -

建設仮勘定 1,552,588

物品 26,458,860

物品減価償却累計額 △ 17,139,456

無形固定資産 57,117

ソフトウェア 4,052

その他 53,064

投資その他の資産 24,062,605

投資及び出資金 1,329,369

有価証券 175,210

出資金 1,154,160

その他  -

投資損失引当金  -

長期延滞債権 746,610

長期貸付金 894,497

基金 21,116,296

減債基金  -

その他 21,116,296

その他 35

徴収不能引当金 △ 24,202

流動資産 28,820,308

現金預金 19,568,020

未収金 3,405,404

短期貸付金  -

基金 5,522,596

財政調整基金 4,212,916

減債基金 1,309,680

棚卸資産 52,785

その他 282,282

徴収不能引当金 △ 10,779

繰延資産  - 純資産合計 153,519,827

資産合計 219,893,517 負債及び純資産合計 219,893,517

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（令和  6  年  3  月  31  日 現在）
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自　令和  5  年  4  月  1  日

至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 63,011,334
業務費用 35,758,723

人件費 9,753,048
職員給与費 8,004,026
賞与等引当金繰入額 516,580
退職手当引当金繰入額 190,528
その他 1,041,914

物件費等 25,236,196
物件費 14,847,621
維持補修費 4,054,666
減価償却費 6,333,910
その他  -

その他の業務費用 769,479
支払利息 282,878
徴収不能引当金繰入額 54,014
その他 432,587

移転費用 27,252,611
補助金等 22,566,823
社会保障給付 4,290,861
他会計への繰出金  -
その他 394,927

経常収益 8,092,166
使用料及び手数料 2,164,269
その他 5,927,898

純経常行政コスト 54,919,168
臨時損失 757,950

災害復旧事業費 581,574
資産除売却損 169,906
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他 6,470

臨時利益 243,621
資産売却益 59,135
その他 184,486

純行政コスト 55,433,496

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
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               自　令和  5  年  4  月  1  日

               至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 151,331,840 195,245,932 △ 43,914,092

純行政コスト（△） △ 55,433,496 △ 55,433,496

財源 56,283,469 56,283,469

税収等 27,412,732 27,412,732

国県等補助金 28,870,738 28,870,738

本年度差額 849,973 849,973

固定資産等の変動（内部変動） △ 14,242 14,242

有形固定資産等の増加 6,262,424 △ 6,262,424

有形固定資産等の減少 △ 7,177,567 7,177,567

貸付金・基金等の増加 10,157,980 △ 10,157,980

貸付金・基金等の減少 △ 9,257,079 9,257,079

資産評価差額 87,806 87,806

無償所管換等 1,318,978 1,318,978

その他 △ 68,770 △ 42,669 △ 26,101

本年度純資産変動額 2,187,987 1,349,873 838,114

本年度末純資産残高 153,519,827 196,595,805 △ 43,075,978

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
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 自　令和  5  年  4  月  1  日
 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 56,143,841

業務費用支出 28,891,230
人件費支出 9,546,536
物件費等支出 18,625,121
支払利息支出 282,878
その他の支出 436,696

移転費用支出 27,252,611
補助金等支出 22,566,823
社会保障給付支出 4,290,861
他会計への繰出支出  -
その他の支出 394,927

業務収入 59,297,530
税収等収入 26,975,711
国県等補助金収入 25,353,882
使用料及び手数料収入 2,115,260
その他の収入 4,852,676

臨時支出 614,623
災害復旧事業費支出 581,574
その他の支出 33,049

臨時収入 1,204,105
業務活動収支 3,743,170
【投資活動収支】

投資活動支出 14,385,950
公共施設等整備費支出 4,782,553
基金積立金支出 9,120,422
投資及び出資金支出  -
貸付金支出 482,975
その他の支出  -

投資活動収入 11,090,372
国県等補助金収入 2,223,524
基金取崩収入 8,277,273
貸付金元金回収収入 419,627
資産売却収入 69,259
その他の収入 100,690

投資活動収支 △ 3,295,578
【財務活動収支】

財務活動支出 4,646,451
地方債償還支出 4,646,451
その他の支出  -

財務活動収入 4,586,859
地方債発行収入 4,586,859
その他の収入  -

財務活動収支 △ 59,592
388,001

18,638,100

19,026,101

前年度末歳計外現金残高 594,259
本年度歳計外現金増減額 △ 52,340
本年度末歳計外現金残高 541,919

本年度末現金預金残高 19,568,020

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体資金収支計算書

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高
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会計区分

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 192,824,866 固定負債 59,946,667

有形固定資産 169,242,372 地方債等 36,535,996

事業用資産 84,291,469 長期未払金  -

土地 39,216,822 退職手当引当金 4,209,447

立木竹 893,459 損失補償等引当金  -

建物 83,756,686 その他 19,201,224

建物減価償却累計額 △ 47,002,988 流動負債 7,574,166

工作物 9,698,656 1年内償還予定地方債等 4,227,760

工作物減価償却累計額 △ 2,425,413 未払金 2,029,270

船舶  - 未払費用 2,890

船舶減価償却累計額  - 前受金 3,629

浮標等  - 前受収益  -

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 679,408

航空機  - 預り金 630,709

航空機減価償却累計額  - その他 500

その他 4,235 負債合計 67,520,833

その他減価償却累計額 △ 567 【純資産の部】

建設仮勘定 150,579 固定資産等形成分 198,404,744

インフラ資産 75,317,342 余剰分（不足分） △ 43,419,028

土地 4,758,028 他団体出資分 9,203

建物 4,678,268

建物減価償却累計額 △ 1,891,075

工作物 131,017,383

工作物減価償却累計額 △ 64,902,850

その他  -

その他減価償却累計額  -

建設仮勘定 1,657,588

物品 27,318,375

物品減価償却累計額 △ 17,684,815

無形固定資産 58,174

ソフトウェア 4,052

その他 54,122

投資その他の資産 23,524,321

投資及び出資金 289,475

有価証券 170,260

出資金 119,216

その他  -

投資損失引当金  -

長期延滞債権 746,715

長期貸付金 894,497

基金 21,587,478

減債基金  -

その他 21,587,478

その他 30,358

徴収不能引当金 △ 24,202

流動資産 29,690,885

現金預金 20,333,120

未収金 3,445,593

短期貸付金  -

基金 5,579,877

財政調整基金 4,270,197

減債基金 1,309,680

棚卸資産 56,922

その他 286,448

徴収不能引当金 △ 11,076

繰延資産  - 純資産合計 154,994,919

資産合計 222,515,751 負債及び純資産合計 222,515,751

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表
（令和  6  年  3  月  31  日 現在）
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 自　令和  5  年  4  月  1  日

 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 68,997,465
業務費用 36,213,069

人件費 9,912,396
職員給与費 8,124,856
賞与等引当金繰入額 525,224
退職手当引当金繰入額 190,528
その他 1,071,788

物件費等 25,393,151
物件費 14,882,727
維持補修費 4,068,456
減価償却費 6,441,968
その他  -

その他の業務費用 907,522
支払利息 285,993
徴収不能引当金繰入額 54,102
その他 567,427

移転費用 32,784,396
補助金等 28,086,050
社会保障給付 4,290,861
他会計への繰出金  -
その他 407,485

経常収益 8,343,134
使用料及び手数料 2,330,435
その他 6,012,698

純経常行政コスト 60,654,331
臨時損失 761,846

災害復旧事業費 581,574
資産除売却損 173,604
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他 6,668

臨時利益 243,753
資産売却益 59,235
その他 184,518

純行政コスト 61,172,424

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
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自　令和  5  年  4  月  1  日

至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 152,692,015 196,848,913 △ 44,164,358 7,460

純行政コスト（△） △ 61,172,424 △ 61,157,406 △ 15,018

財源 62,066,412 62,049,232 17,180

税収等 28,744,834 28,744,834  -

国県等補助金 33,321,579 33,304,398 17,180

本年度差額 893,988 891,826 2,163

固定資産等の変動（内部変動） 191,580 △ 191,580

有形固定資産等の増加 6,468,721 △ 6,468,721

有形固定資産等の減少 △ 7,423,343 7,423,343

貸付金・基金等の増加 10,434,941 △ 10,434,941

貸付金・基金等の減少 △ 9,288,739 9,288,739

資産評価差額 87,806 87,806  -  -

無償所管換等 1,318,978 1,318,978  -  -

他団体出資等分の増加  - △ 0 0

他団体出資等分の減少  -  -  -

比例連結割合変更に伴う差額 71,713 167 71,546  -

その他 △ 69,582 △ 42,700 △ 26,462 △ 420

本年度純資産変動額 2,302,904 1,555,831 745,330 1,743

本年度末純資産残高 154,994,919 198,404,744 △ 43,419,028 9,203

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書

他団体出資等分
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 自　令和  5  年  4  月  1  日
 至　令和  6  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 62,024,457

業務費用支出 29,240,061
人件費支出 9,704,739
物件費等支出 18,677,243
支払利息支出 285,993
その他の支出 572,085

移転費用支出 32,784,396
補助金等支出 28,086,050
社会保障給付支出 4,290,861
他会計への繰出支出  -
その他の支出 407,485

業務収入 65,282,627
税収等収入 28,262,848
国県等補助金収入 29,804,723
使用料及び手数料収入 2,270,195
その他の収入 4,944,860

臨時支出 614,821
災害復旧事業費支出 581,574
その他の支出 33,247

臨時収入 1,204,146
業務活動収支 3,847,495
【投資活動収支】

投資活動支出 14,735,787
公共施設等整備費支出 4,854,506
基金積立金支出 9,368,055
投資及び出資金支出  -
貸付金支出 482,975
その他の支出 30,252

投資活動収入 11,144,867
国県等補助金収入 2,245,335
基金取崩収入 8,279,827
貸付金元金回収収入 419,627
資産売却収入 69,360
その他の収入 130,718

投資活動収支 △ 3,590,920
【財務活動収支】

財務活動支出 4,684,283
地方債償還支出 4,681,800
その他の支出 2,482

財務活動収入 4,586,859
地方債発行収入 4,586,859
その他の収入  -

財務活動収支 △ 97,424
159,151

19,560,188
71,820

19,791,159

前年度末歳計外現金残高 594,297
本年度歳計外現金増減額 △ 52,336
本年度末歳計外現金残高 541,961

本年度末現金預金残高 20,333,120

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高
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